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（参考１）高等学校通信教育規程の弾力化・大綱化（平成16年）

地域の実情等に応じた特色ある高等学校づくりの取組を更に促進する観点から、高等学校通信教育規程を通
信制高等学校を設置するために必要な最低の基準として明確化

改正のポイント

1

平成16年改正等を踏まえた現行の規定（※） 平成16年改正前の規定

教育条件の確保に関する平成16年改正の主な改正点

（趣旨）

第一条 高等学校の通信制の課程については、学校教育法施
行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）に規定するものの
ほか、この省令の定めるところによる。

２ この省令で定める基準は、高等学校の通信制の課程におい
て教育を行うために必要な最低の基準とする。

３ 通信制の課程を置く高等学校の設置者は、通信制の課程の
編制、施設、設備等がこの省令で定める基準より低下した状態
にならないようにすることはもとより、これらの水準の向上を図
ることに努めなければならない。

（趣旨）

第一条 高等学校の通信制の課程については、学校教育法施
行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）に規定するものの
ほか、この省令の定めるところによる。

（通信制の課程の規模）

第四条 実施校における通信制の課程に係る収容定員は、二
百四十人以上とする。ただし、特別の事情があり、かつ、教育
上支障がない場合は、この限りでない。

２ 実施校の設置者は、前条第一項の規定により通信教育連携
協力施設を設ける場合には、実施校の通信制の課程に係る
収容定員のうち、通信教育連携協力施設ごとの定員を学則で
定めるものとする。

（通信制の課程の規模）

第四条 実施校における通信制の課程の規模は、通信制の課
程の収容定員が三百人以上を下らないものとする。

（※）平成16年及び同年以降の改正を踏まえた現行の規定（令和３年３月改正を含む。）



（参考１）高等学校通信教育規程の弾力化・大綱化（平成16年）

2

平成16年改正等を踏まえた現行の規定（※） 平成16年改正前の規定
（教諭の数等）

第五条 実施校における通信制の課程に係る副校長、教頭、主幹
教諭、指導教諭及び教諭の数は、五人以上とし、かつ、教育上支
障がないものとする。

２ 前項の教諭は、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場
合は、助教諭又は講師をもつてこれに代えることができる。

３ 実施校に置く教員等は、教育上必要と認められる場合は、他の
学校の教員等と兼ねることができる。

（事務職員の数）

第六条 実施校には、生徒数に応じ、相当数の通信制の課程に係
る事務職員を置かなければならない。

第五条 （略）

２ 実施校において通信制の課程の事務に従事する専任の事務
職員の数は、次の各号に掲げる数を基準とする。

一 生徒数が三百人から五千人までの場合は、二人に、生徒数
が三百人をこえて四百人までを増すごとに一人を加えた数

二 生徒数が五千一人以上の場合は、十四人に、生徒数の増加
に応じ、相当数を加えた数

（※）平成16年及び同年以降の改正を踏まえた現行の規定（令和３年３月改正を含む。）

（教諭等及び事務職員の数等）

第五条 実施校において通信制の課程に関する校務を整理する
専任の教頭並びに通信教育を担当する専任の教諭、助教諭及
び講師（常時勤務の者に限る。）（以下「教員」という。）の数は、
次の各号に掲げる数を基準とする。

一 通信制の課程の生徒の数（以下「生徒数」という。）が三百人
から千二百人までの場合は、五人に、生徒数が三百人をこえて
百人までを増すごとに一人を加えた数

二 生徒数が千二百一人から五千人までの場合は、十四人に、
生徒数が千二百人をこえて百五十人までを増すごとに一人を加
えた数

三 生徒数が五千一人以上の場合は、四十人に、生徒数の増加
に応じ、相当数を加えた数

２ （略）

（施設及び設備の一般的基準）

第七条 実施校の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上
及び管理上適切なものでなければならない。



（参考１）高等学校通信教育規程の弾力化・大綱化（平成16年）

3

平成16年改正等を踏まえた現行の規定（※） 平成16年改正前の規定
（校舎の面積）

第八条 通信制の課程のみを置く高等学校（以下「独立校」という
。）の校舎の面積は、一、二〇〇平方メートル以上とする。ただ
し、次条第四項の規定により、他の学校等の施設を兼用する場
合又は地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教育
上支障がない場合は、この限りでない。

（校舎に備えるべき施設）

第九条 実施校の校舎には、少なくとも次に掲げる施設を備えな
ければならない。
一 教室（普通教室、特別教室等とする。）
二 図書室、保健室
三 職員室

２ 前項に掲げる施設のほか、必要に応じて、専門教育を施すた
めの施設を備えるものとする。

３・４ （略）

（※）平成16年及び同年以降の改正を踏まえた現行の規定（令和３年３月改正を含む。）

（校舎の面積）

第七条 独立校の校舎の面積は、一、二五〇平方メートルを下っ
てはならない。ただし、前条第四項の規定により、他の高等学
校（中等教育学校の後期課程を含む。）の教育の用に供する施
設を兼用する独立校にあっては、この限りでない。

（施設）

第六条 実施校の校舎には、通信教育の用に供する次の各号に
掲げる施設を備えなければならない。

一 教頭室（通信制の課程のみを置く高等学校（以下「独立校」
という。）にあっては、校長室）、会議室、教員室
二 事務室、教材等保管室
三 普通教室、特別教室
四 図書室、展示室
五 保健室、休養室
六 生徒集会室

２ 前項第一号から第五号までに掲げる施設については、やむを
得ない事情がある場合で教育上支障がないときは、各号に掲
げる一の施設をもって当該各号に掲げる他の施設に兼用するこ
とができる
３・４ （略）

（校具及び教具）

第十条 実施校には、学科の種類、生徒数等に応じ、指導上、保
健衛生上及び安全上必要な種類及び数の校具及び教具を備え
なければならない。

２ 前項の校具及び教具は、常に改善し、補充しなければならな
い。

（設備）

第八条 実施校には、通信教育の用に供する図書、機械、器具、
標本その他の校具を備えなければならない。



4

（参考２）高等学校通信教育規程の弾力化・大綱化（平成18年）
平成18年改正等を踏まえた現行の規定（※） 平成18年改正前の規定

（他の学校等の施設及び設備の使用）

第十一条 通信教育連携協力施設の施設及び設備を使用する
場合並びに第九条第四項に規定する場合のほか、実施校は、
特別の事情があり、かつ、教育上及び安全上支障がない場合
は、他の学校等の施設及び設備を一時的に使用することができ
る。

（※）平成18年改正及び同年以降の改正を踏まえた現行の規定（令和３年３月改正を含む。）



（参考３）高等学校通信教育規程の弾力化・大綱化の影響
高等学校通信教育規程の改正の影響を分析した研究高等学校通信教育規程の改正の影響を分析した研究

内田康弘、神崎真実、土岐玲奈、濱沖敢太郎「なぜ通信制高校は増えたのか －後期中等教育変容の一断面」
（教育社会学研究第105集（2019年）より）

１．分析対象：平成28年時点で存在する私立通信制高校のうち、平成４年から平成28年までに開校した154校
（自治体に情報開示請求を行い、設置認可申請書類をもとに分析）

２．教員定数に関する通信教育規程改正（平成16年）の影響
開示された文書において分析が可能であった127校のうち、
①平成16年までに設置された学校のうち、改正前の旧規程の基準を満たす学校は91％（51校）

改正前の旧規程の基準を満たさない学校が9％（5校）
②平成17年以降に設置された学校のうち、改正前の旧規程の基準を満たす学校は42％（30校）

改正前の旧規程の基準を満たさない学校が58％（41校）

３．校地・校舎の要件に関する通信教育規程改正（平成18年）の影響
開示された文書において分析が可能であった140校のうち、
①平成16年までに設置された学校のうち、改正前の旧規程の基準を満たす学校は80％（64校）

改正前の旧規程の基準を満たさない学校が20％（16校）
②平成17年以降に設置された学校のうち、改正前の旧規程の基準を満たす学校は68％（41校）

改正前の旧規程の基準を満たさない学校が32％（19校）
※借用を行っている学校を旧規程の基準を満たさない学校としている
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（参考４）単位修得にあたっての全日制・定時制と通信制の違い

（１）全日制・定時制の場合
・ １単位時間を50分とし、35単位時間の授業を１単位として計算
⇒ 50分×35単位時間の学習量が必要

1単位を修得するに必要となる学習

（２）通信制の場合（国語、地理歴史、公民及び数学の場合）
・ 自学自習

＋
添削指導（３回）
＋
面接指導（１単位時間（50分））
＋
多様なメディアを利用した指導 ※面接指導時間の減免が可能
⇒ 法令上の学習量の定めは、添削指導（３回）と面接指導（50分）であり、基本は自学自習
により学習を実施



（参考５）通信制課程における第三者評価の現状

●委託先：特定非営利法人全国通信制高等学校評価機構

●調査研究名：第三者評価を活用した通信制高等学校の教育の質の確保・向上に関する研究

●調査対象：通信制課程を有する高等学校 255校にアンケート調査を実施し、74校から回答

7

令和２年度 文部科学省委託調査研究の結果より

89.2%

1.4%
8.1% 1.4%

自己評価の実施状況

毎年実施（66）

未実施（６）

隔年で実施（１）

その他（１）

66.2%

33.8%

自己評価の公開状況
（74件の回答）

公開（49）

非公開（25）

（１）自己評価の状況

【自己評価が未実施の理由（抜粋）】
・ 何かあればすぐに意見を言い合ったりしている
・ 自己評価の人的体制が整っていない
・ 職員数が少ないため、職員会議等で各項目の話し合いを行っている

（74件の回答）



（参考５）通信制課程における第三者評価の現状

8

公開

非公開

（２）学校関係者評価の状況

52.7%
44.6%

2.7%

学校関係者評価の実施状況

毎年実施（39）
未実施（33）

その他（２）

59.1%

40.9%

学校関係者評価の公開状況

公開(28)

非公開(18)

【学校関係者評価が未実施の理由（抜粋）】

・ 学校関係者評価を行う体制がない、評価する人的体制が整っ
ていない
・ ＰＴＡがないため
・ 何かあるたびに話し合っている
・ 併設している全日制課程で実施している
・ 町の審議会が行っている認識である
・ 執行部の判断で現在まで実施していない
・ 努力義務であるため

54.5%45.5%

学校関係者評価の所轄庁への報告

している
(24 )

していない
(20)

（74件の回答） （44件の回答）

（44件の回答）



（参考５）通信制課程における第三者評価の現状
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（３）第三者評価の実施状況

【第三者評価が未実施の理由（抜粋）】
・ 現状では必要性を感じない
・ 学校関係者評価で十分である
・ 法令上の義務でないため
・ 構成員の選出に苦慮する
・ 第三者評価を行う体制が整っていない
・ 人的時間的に実施が難しい
・ 信頼できる第三者がいない、第三者評価を行う組織がない

14.9%

77.0%

8.1%

第三者評価の実施状況

未実施(57)

毎年実施(11)
その他(6)

47.1%52.9%

第三者評価の公開状況

公開(8)非公開(9)

57.9%42.1%

第三者評価結果の所轄庁への報告

報告している
(11)

報告して
いない(8)

（74件の回答） （17件の回答）

（19件の回答）



（参考５）通信制課程における第三者評価の現状
３．第三者評価の実施状況

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

教員研修

特別活動

メディア視聴

面接指導

添削指導

連携施設との関係

教職員の配置

施設・設備

学校行事

生活指導

進路指導

教科指導

教育課程表

年間行事予定

学校運営計画
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第三者評価の項目

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

連携施設一覧

連携施設における業務マニュアル

連携施設職員との契約書、委嘱状

連携施設との契約書

教職員の研修計画

集中スクーリングの時間割

集中スクーリングの実施日程

成績評価基準

メディア減免利用時の報告書の様式

メディア減免の内規

各科目の試験問題

各科目の面接指導案

各科目の添削した報告課題

各教科科目の年間指導計画

教育課程表

教員一覧表

年間行事予定

学校案内

校務分掌表

学校要覧

組織図

学則

生徒アンケート

保護者アンケート

教職員アンケート

自己評価表

生徒の活動（進路・部活動）

学校運営計画

第三者評価を実施する際の提示資料
（17件の回答）

（17件の回答）


